
 「女性活躍推進」や「男女共同参画」が目指
されるなか、実際に女性の働き方はどう変化
しているか。女性の労働力率を年代別に見る
と、結婚・出産期に当たる年代に落ち込むこ
とを表す「Ｍ字カーブ」は、この40年間で大き

く緩和している（図１）。現在、女性の育児
休業取得率は８割超（＊１）。結婚・出産を経
ても働き続ける女性の増加が、Ｍ字緩和の
一要因と考えられる。
　また、努力次第で昇進も可能など、やりが
いをもって働き続けられるかどうかも重要だ。
管理職に就く女性は増加傾向にあり（＊2）、
なかでも注目は上場企業役員における女性の

働き方改革やデジタル化などが進み、人々の価値観が多様化するなかで、
働く現場は実際にどう変化しているのでしょうか。
３つのテーマについて、最新データから読み解いていきます。
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人数で、10年間で約５倍となった（図２）。た
だし女性比率で見ればわずか７.５％。  
 「依然として男女差は大きく、諸外国と比べ
て遅れが目立つ。さらなる改善が求められる」
と、孫さんは指摘する。

　性別以外の多様性についても状況改善が
見られる。60～64歳の高齢者の就業率は71
％まで上昇（＊３）。障害者の雇用者数も、事

業主に義務付けられる障害者の法定雇用率
の段階的な引き上げなどに伴って年々上昇し
ている（図３）。また、性的マイノリティに対し
ては、職場での配慮に前向きな企業が７割超
という調査結果もある（図４）。
 「『誰もが活躍しやすくなった』という状況に
はまだ到達していませんが、そこに向かって
着実に動いていることは確か。生産性や競
争力を高める経営戦略としても、多様な人材
の登用は今後も進んでいくと期待されます」
（孫さん）
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性的マイノリティが働きやすい
職場環境を作るべきだと思うか（企業調査）

図4

障害者などのマイノリティも
働きやすい環境の整備進む

どちらかといえば
そう思う

55.3%

17.3%
そう思う

【出典】 図1：総務省「労働力調査」／図2：東洋経済新報社「役員四季報」2021年版／図3：厚生労働省「令和2年 障害者雇用状況の集計結果」／
図4：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「令和元年度 職場におけるダイバーシティ推進事業 報告書」（厚生労働省委託事業）
＊1：厚生労働省「雇用均等基本調査」／＊2：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」／＊3：総務省「労働力調査」（2020年）
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●推進している柔軟な働き方の施策内容（導入予定を含む）

　国を挙げた働き方改革で目指される、個々
の事情に応じた多様で柔軟な働き方を可能と
する社会には、どれだけ近づいているだろうか。
　経団連会員企業への調査によると、柔軟
な働き方を推進している企業は約９割と、大
多数を占める。その具体的な施策を見ると、
「テレワーク」「時差出勤」「フレックスタイム制」
の導入は７割を超える（図５）。出社せずに業
務を遂行したり、働く人自身が労働時間帯を
選択したりすることも可能になるなど、働くうえ
での時間や場所の制約は緩和の方向にある。

 「こうした動きはコロナ対策を機に一気に加速
しました。一時的な対応も見られますが、これ
を機に定着していく企業も多いと考えられます」
（孫さん）

　では、健康被害や過労死にもつながると問
題視されてきた、長時間労働の状況はどうか。
統計によると、年間就業時間の平均と、週
60時間以上働く人の割合は、ともに年々減少
している（図６）。また、働く人への調査では
「休暇を取得できている」が２０１８年の５９.２
％から２０２０年の６４.１％へ上昇（＊4）。ワー

ワークスタイルの自由度がアップ

テレワーク、フレックスタイム…
企業は柔軟な働き方を推進

長時間労働が緩和し
ワークライフバランスが向上

企業の柔軟な働き方の推進状況図5
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クライフバランス向上がさまざまなデータに表
れている。

　現在、雇用者の4割近くを占めている、非
正規雇用の動向にも目を向けてみたい。近年
の非正規雇用者の人数は２０００万人前後と
ほぼ横ばいの状況だが（＊5）、「不本意」に非

正規として雇用されている人の割合は減少し
ている（図７）。「国が『同一労働同一賃金』を
掲げて非正規雇用者の処遇改善を推進する
なか、雇用形態にかかわらず能力を評価す
る機運が醸成され、非正規で働く人のモチベ
ーション向上に影響している可能性もある」と
孫さん。正社員であることにとらわれず、個々
の事情に合う働き方を選択できる社会へ、さ
らなる改善が望まれる。

待遇改善が課題の非正規雇用、
“不本意”比率は減少

年間就業時間と週60時間以上働く雇用者の割合図6

非正規雇用者に占める不本意非正規の比率図7
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【出典】 図5：日本経済団体連合会「2021年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果」／図6：総務省「労働力調査」／図7：総務省「労働力調査」
＊4：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」／＊5：総務省「労働力調査」
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導入している

実施中

意向あり
（過去に経験あり）

　既に終身雇用や年功序列は崩れつつある
が、近年は「ジョブ型雇用」という仕組みが、
日本型雇用に揺さぶりをかけている。これまで
日本では、社員にふさわしい仕事を割り当てる
“人主体”のメンバーシップ型雇用が一般的だ
った。しかし、企業のグローバル化やテクノロ

ジー人材の需要の高まり、労働市場の流動
化などを背景に、職務内容を明確にして最適
な人材を採用、配置する“仕事主体”のジョブ
型雇用の導入が検討されるようになった。ジョ
ブ型雇用への転換には課題も多く、現時点で
の導入企業は少ないが、検討中を含めると約
36％となり、注目度は高い（図８）。「転換が進
めば、必要なときに必要な人材を採用しやす
くなり、新卒一括採用の仕組みが変わる可能

キャリアの紡ぎ方は多様化の方向

ジョブ型雇用の導入状況図8

働く個人の兼業・副業の実施状況図9

環境変化を受けて
雇用の仕組みも変化

約36%
導入／検討中

約57%
兼業・副業に前向き
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23.5%
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5.2%

意向あり
（過去に経験なし）

41.8%
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性もある」（孫さん）という。

　雇用が変化するなか、注目される働き方が
ある。その一つが「兼業・副業」だ。国の後
押しで「兼業・副業」を可能とする企業が増加。
働く人への調査では約１割が兼業・副業実施
中で、約５割は今後の意向ありと回答（図９）。
その理由の最多は「副収入」だが、「新しい知
識やスキルを獲得したい」「新しい視点、柔軟
な発想ができるようになりたい」などスキルアッ
プ面も目立つ。
 「最近はテレワークなどを活用して遠方の仕事
もしやすくなり、都市圏で働きながら地元の発展

に貢献するといった例も増えています」（孫さん）
　雇用と自営の間に、自身の専門知識やスキ
ルを提供して対価を得る「フリーランス」という
働き方もある。現在、フリーランス人口は約４６
１万人（図10）。そのうち、本業フリーランス
は約３２５万人と、就業者全体の約５％だ。
　また、転職に関するデータでは、“越境”の増
加が目を引く。この10年間、転職者数は緩や
かに増えている（＊6）。その中身を見ると、業
種と職種の両方の壁を越える越境転職が増加
し、今や転職者のおよそ３人に1人（図11）。
 「『新卒で就いた仕事で一生』とは限らず、
個人の希望やライフステージの変化に合わせ、
柔軟なキャリア形成ができる。それが可能な社
会になっていくことを期待しています」（孫さん）

万人

※「フリーランス＝時間や場所にとらわ
れない働き方をする人」と定義したうえ
で、自営業主（雇用者なし）もしくは内
職で、実店舗をもたず、農林漁業（業
種）を除くものとして集計

同業種×同職種異業種×同職種

同業種×異職種異業種×異職種

フリーランスの人口規模図10

転職時の業種・職種異同のパターン別割合図11

3人に1人
異業種×異職種の転職

フリーランス

2020年

2009年

兼業・副業やフリーランス…
新しい働き方も選択肢に

【出典】 図8：リクルート「『ジョブ型雇用』に関する人事担当者対象調査2020」／図9：リクルート「兼業・副業に関する動向調査（2020）」／
図10：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査」（2020年）／図11：リクルート「『リクルートエージェント』転職決定者データ分析」
＊6：総務省「労働力調査」
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